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誓 約 書（全日遊連組合員法人用） 
 
有限責任中間法人遊技産業健全化推進機構 代表理事 殿 

 全日本遊技事業協同組合連合会 理 事 長 殿 
 ○ ○ ○ 遊 技 業 協 同 組 合 理 事 長 殿 

法人名                          
法人所在地                        
法人代表者                 会社印    
店舗名                          
店舗所在地                        

  
当社は、有限責任中間法人遊技産業健全化推進機構（以下「機構」という。）の定款及び規程並びに全日本遊技事業協同組合連合会（以下「全日遊連」

という。）の「不正防止対策推進要綱」の趣旨に全面的に賛同するとともに、恒常的な不正根絶の取組みに協力する証として、下記事項を認諾し、本誓

約書を提出致します。 
記 

 
８．当社は、新たに店舗を開設した場合には、当該店舗に係わる誓約書を速やかに所属する

都府県方面組合、全日遊連を通じて、機構に提出します。 

１．当社は、当社の店舗内における遊技機及び周辺機器（以下「遊技機等」という。）につ

いて、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律等（以下「関係法令」という。）

の法令違反の有無を調査する機構の職員による立入、若しくは機構の協力要請を受けた

団体の検査員等が行う立入、又は所属する各都府県方面組合若しくは全日遊連が実施す

る立入に関し、営業時間の内外を問わず、随時、無通知、かつ撮影機器及び検査機器等

を使用した検査を含めた必要な方法等により、当社の店舗が検査をうけることを承諾し

ます。 

９．当社は、関係法令遵守を謳ったポスター等の店舗への掲示を含め、関係法令に違反する

行為の排除、関係法令に違反する遊技機等の排除の決意を告知し、取組みの徹底を図り

ます。 

１０．当社は、遊技機等の購入又は移動にあたり、製造業者若しくは販売会社と締結した契

約書等の条項を遵守し、関係法令違反があった場合等には、その定めに従うものとしま

す。 ２．当社は、前項に定める立入の結果、異常が判明した場合は、警察への通報も含め、機構

等が執る措置に同意します。 １１．当社は、当社の機構への本誓約書の提出状況（取り下げを含む。）及び、本誓約書に

記載した情報、当該店舗が受けた検査結果等の情報（立入拒否を含む。）などを、機構

のホームページに掲載されること並びに機構が監督官庁、関係団体、製造業者及び販売

会社に提出することに同意します。 

３．当社は、当社の店舗が関係法令に違反したことを認知した場合、機構の定款及び規程並

びに不正防止対策推進要綱の規程に従うことを承諾します。 

４．当社は、当社の全従業員及び当社の店舗において業務に従事するすべてのものに対し、

本誓約書の趣旨を周知し、その遵守を徹底することを約します。   また、あわせて当社が営業に関して遊技機の不正改造を理由とする行政処分（風営法第

２６条第１項に基づく営業停止処分に限る。）を受けたか否か、及びその処分内容につ

いて、機構が監督官庁に確認することにも同意します。 
５．当社は、関係法令に違反することとなる遊技機等の改造をしないこと、関係法令に違反

する遊技機等を購入し、設置し、使用しないことを厳守します。 

１２．当社は、本誓約書を提出することにより機構から付与される誓約書提出証明証を受領

後、直ちに当社の店舗毎に掲示・掲出します。なお、当社が本誓約書を取下げ、機構に

よる立入を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は営業に関して遊技機の不正改造を理由と

する行政処分（前項の処分と同じ。）を受けたときは、直ちに当該行政処分の通知書の

写しを添えて、当社に係る誓約書提出証明証を機構に返納します。       

６．当社は、関係法令違反行為排除を徹底するため、当社の店舗における遊技機等の自己点

検を率先して行います。 

７．当社は、関係法令に違反していると疑わしい行為等に関する情報を入手した場合には、

直ちに警察及び所属する都府県方面組合、全日遊連を通じ、又は直接機構に報告します。 

 

以上  




